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ご利用料金： 
標準サービス月額料金／
 200,000円（1会社１IDにつき）

サービス一時費用／
 お申込金　 500,000円
 オンサイト操作教育費用
 （1日につき） 100,000円
 データベース構築支援
 SEサポート費用
 （1日につき） 150,000円

※その他オプション費用など詳細は
お問い合わせ先（P8）までご連絡ください。
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特　集

情報システムは自社構築から
サービス利用の時代へ
業務の効率化や環境変化への迅速な対応は、企業の競争
優位を確保するために重要であり、そうした取り組みを支
える情報システムには、スピードと柔軟性が求められてい
る。自社に有用なシステムを各企業が自前で構築するには
莫大な時間と費用がかかるが、必要に応じて外部サービス
を利用することで、開発工期や費用を削減し、いち早く質
の高いサービスを利用することが可能になる。
現在、既に多くの企業でASP（※1）やBPO（※2）などの外部

サービスの利用が増えている。ASPとはインターネット経
由で企業に共通するアプリケーションを提供するプロバイ
ダのことで、これを利用すれば、自社で保有していないア
プリケーションを簡単に使用でき、開発費をかけずに大きな
成果を得ることができる。また、業務プロセスの一部を外
部に移す、“アウトソーシング”により、業務負荷やシステム
開発費用の削減はもちろん、自社システムへの外部からの
大量アクセスを回避でき、個人情報管理などのセキュリティ

面での不安を解消することができる。
こうしたサービスの利用が増加した背景には、2001年以
降のブロードバンドの普及がある。高速・大容量データ通
信環境が整い、ビジネス分野でのインターネット活用の利
便性が急速に向上した。一方、サービス提供側では、ブロー
ドバンドの利用により最新技術を基盤とした多彩なサービ
スの提供が可能になった。

「ドキュメント」をキーワードに、
長年の知見を活かしたサービスを拡大
新日鉄ソリューションズ（株）は、1992年、前身の新日

鉄EI事業部時代から、図面管理システムパッケージの提
供を開始し、2001年 4月の会社発足にあわせてASP型商
品「nsxpres.com」（図1）を開発した。同社のITインフラソ
リューション・サービス部門では、「nsxpres.com」をツール
として、「ドキュメント」（情報資産管理、図面・技術文書管
理など）をキーワードに文書管理に関する包括的な業務を請
け負うサービスを提供している。さらに2003年からはそれ

従来、企業はさまざまなシステム構築を自前で行い業務効率の向上を図ってきたが、現在では外
部のITサービスを有効活用することで、業務効率化、コスト低減と付加価値の高いサービスを
享受する「サービス利用の時代」へ移行している。
新日鉄グループの中核企業の一つでシステムソリューション事業を行う新日鉄ソリューションズ（株）

※1  ASP（Application Service Provider）：インターネット経由で共通に利用するソフトウェア機能を提供するサービスのプロバイダのことで、自社でソフトウェアを開発するよりもコストダウンできる。
※2  BPO（Business Process Outsourcing）：企業が自社の業務処理（ビジネスプロセス）の一部を外部業者にアウトソーシングすること。
※3   SaaS （Software as a Service）: ASPと同じ基本コンセプトを持つが、複数のユーザーでサーバやデータベースを共同利用することで、費用や運用管理費用を抑えられる。さらに、サービス   

提供者が一括してアプリケーションのアップグレードやバッチ適用ができるというように管理・運用の負荷も大幅に軽減できるようになっている。

＜お客様の社内システム＞

＜営業＞

＜プロマネ＞

＜保守＞

＜経理＞

＜経営＞

ＳＦＡ/ＣＲＭ

メール

ＥＲＰ/ＳＣＭ ＜連携＞

＜入力センター＞

＜ＰｒｏｃｅｓｓＳｅｒｖｉｃｅＰｒｏｖｉｄｅｒ＞

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

Ｗｅｂコンテンツサーバ
（社外公開データ）

ＩＲ情報 製品情報

顧客情報（セキュリティー）
・ 個人情報

顧客情報（ＫＭ）
・ 提 案 書　・ 仕 様 書
・ 契 約 書　・ 保守履歴

メールアーカイブ

法定文書
・ｅ文書法対応

＜トランクルーム（原本保管）＞

＜一般消費者＞

＜海外現地法人＞

＜取引先企業＞

＜部品メーカー＞

＜取引先＞

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

取引報告書

＜Ｗｅｂ配信＞

＜セキュアデータ保管＞

＜コラボレーション＞
＊文書交換
＊文書配布

電子認証局 時刻認証局

新たなビジネスモデル
サービスを提供───

図1　ドキュメント管理ASP（SaaS型）「nsxpress.com」
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では、長年蓄積してきた情報技術力やノウハウを基盤に、「今、企業が求めていること」に着目したサービスの開発・提
供に努めている。本特集では、同社のサービスメニューのうち、「オンデマンドアーカイブ」「電子公告調査」「顧客情報
分析サービス」にスポットを当て、その特徴やサービスを利用する企業のメリットを紹介する。

ぞれのお客様の要望に合わせた仕様変更の容易さと既存ア
プリケーションとの連携を可能にしたSaaS型（※3）のサービ
スも行っている（図2）。現在「nsxpres.com」を核としたサー
ビスの契約社数は150社に、サービス利用ID数は1,000 ID
にのぼる。
新日鉄ソリューションズ（株）ITサービス事業部長の藤本

英文は次のように語る。
「当社では世の中の流れを見て、常に新たなサービスを提
供すべく知恵を絞ってきました。お客様のニーズを具現化
した一例として、当社が考案した『オンデマンドアーカイブ』
（詳細 3頁参照）があります。世の中のデジタル化が進む一
方で、企業にはデジタル化されていない莫大な紙ドキュメ
ントがあります。それを一度にデジタル化するには莫大な
費用がかかりますが、大切な資産として保管しながら必要
に応じてデジタル化していくものです」
ブロードバンドの普及に伴い、「nsxpres.com」を核とした
サービスの受注用途が進化している。メールに情報を添付
するよりもセキュリティ面への信頼性が高まるため、自動車
部品メーカーのように海外生産拠点の多い企業が海外拠点

との機密性の高いデータ交換を行う際や、食品会社のトレー
サビリティ（※4）、金融機関の取引先への通知業務などで採
用されている。
新日鉄ソリューションズのサービスは、ブロードバンド時

代を背景にさらなる広がりを見せている。従来、官報か日刊
新聞紙に掲載しなければならなかった公告を自社のウェブサ
イトに掲載できる電子公告制度への法改正（※5）に伴い、法
務省の認可を受けた調査会社として、「電子公告の調査サービ
ス」を手がけているほか、2008年 4月に、顧客分析・情報分
析を行う「顧客情報分析サービス」を始めた。
「これまでの知見を活かし

『ドキュメント』をベースとした
サービスを拡充していきたい
と考えています。既存の他社
サービスと連携することで付
加価値を高めていくAGP（※6）
（図3）にも進出しており、現在
既にプラットフォームの構築
を完了しました」（藤本）。

システム種類 従来型ASP SaaS

初期コスト ○ ○

運用コスト △ △

運用管理 ○ ○

迅速な本番稼働 ○ ○

スケール変化への対応 ○ ○

カスタマイズ  ○

既存アプリ連携  ○ 

新日鉄ソリューションズのドキュメント管理ASP
「nsxpres.com」では、Webサービスにより2003年か
らカスタマイズ、既存アプリケーション連携を実現

インターネット

顧客企業 ＥＲＰ ・ ・

ＳＯＡプラットフォーム

セールスフォース
ドットコム

ドキュメントプラットフォーム

ドキュメント保管・交換 
ASP（nsxpres.com）

ドキュメントＢＰＯ 
・ｅ文書法

・Ｗｅｂ帳票配信

Stellent/SOX 
ソリューションＡＳＰ ＥＣ－ＡＳＰ ＥＤＩ／ＡＳＰ 建設プロジェクト

ＡＳＰ

動画像保管・配信 株主ポータル 顧客情報分析
ＡＳＰ

共通認証
システム

共通ポータル
システム

新日鉄ソリューションズ開発サービス 他社サービス

他社連携

※4  トレーサビリティ：生産流通の履歴情報を追跡すること。食品の安全性の問題から、生産地や流通経路などを明らかにする取り組みが活発化している。
※5  電子広告制度の導入のための商法等の一部を改正する法律（2004年法律第87号）：2005年2月1日から施行され、これまで官報か時事に関する日刊新聞紙に限定されていた公告方法に

加え、インターネットを利用して公告を行うことができる制度が導入された。
※6 AGP：アプリケーション・アグリゲーション・プラットフォーム。複数のサービス・プロバイダのサービスを一つのプラットフォーム上に集積したもの。個別にASPを作る必要がなく、

事業者を意識せずに既存の複数のサービスを利用でき、共通インフラ部分は費用削減できる。

を実現する高付加価値
新日鉄ソリューションズ（株）

新日鉄ソリューションズ（株）
IT サービス事業部長
藤本 英文

図2　従来型ASPとSaaSの比較 図3　AGP概要図
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 サービスメニュー 1

必要な書類だけを電子化。
管理コストとリードタイムの大幅削減へ
── オンデマンドアーカイブ

電子データと紙原本の一元管理を実現
企業活動において発生する膨大な紙文書。その保管費用

は企業にとって大きな負担であるとともに、適切な管理が
されない場合、書類探しに無駄な時間を費やすなど、業務
効率の低下を招いてしまう。また、社内情報の共有化が円
滑に行えないことは、企業の知的財産活用の面からも大き
な損失といえる。
増え続ける情報をいかに効率的に保管・管理するか。現
在、その有力な手段として紙文書の電子化と管理の外部者
への委託（アウトソーシング）に注目が集まっている。しかし、
電子化には莫大な初期投資が必要であり、アウトソーシン
グは緻密な管理が難しい。また、書類閲覧までのリードタ
イムが長いという課題があった。
新日鉄ソリューションズは、「オンデマンドアーカイブ」に

よってそれらの課題を解決した。契約企業の紙文書は、同
社のセキュリティセンターにおいて1枚単位から保管・管

理される。センターには専門スタッフが常駐し、要請のあっ
た書類だけをスキャニングして電子化。書類は120分以内に
サーバー上にアップロードされる仕組みだ（図4）。
「導入時に預かったすべての書類を電子化するのではな
く、必要に応じて順次電子化していくことで、契約企業にとっ
ては初期費用の大幅な削減が可能です。また、電子データと
紙原本を一元管理することで、管理の効率化、検索性の向上、
さらには高いセキュリティ性を実現しています」（藤本）。
「オンデマンドアーカイブ」は、膨大な数の設計図書を取
り扱う大手建設会社などで積極的に活用されている。例え
ば、（株）竹中工務店では、かつて図面・各種計算書・設計記
録など、約275万枚もの設計図書を自社で保管・管理してい
た。しかし、オンデマンドアーカイブの導入により、大きな
負担となっていた管理業務や保管費用が大幅に軽減。利便
性が向上したことで、設計図書の利用が広がっている。さ
らには、信販会社の利用申込書、コンビニエンスストアの
契約書や店舗図面の管理など大量の書類を必要とする業種
でオンデマンドアーカイブが利用されている。

【大手建設会社】

【子会社】

＜ビル竣工＞

＜竣工図書移管指示＞

設計者

＜原図取出し依頼＞ 

【子会社】＜配送＞

＜原図→マイクロフィルム作成：
５万枚/年＞

＜原図取出し→コピー→郵送＞

＜ＦＡＸ＞

【倉庫】

（副）（正） ＊原図は５年間保管 
＊マイクロは永久保管
  （２７５万枚）

【廃棄業者】

（正）

【大手建設会社】
＜ビル竣工＞

＊原図電子化依頼 
＊検索 ＊閲覧 
＊ダウンロード 
＊大量出力依頼 

設計者

＜Ｗｅｂ配信＞

＜Ｗｅｂ配信＞

【新日鉄ソリューションズセキュアデータセンター：nsxpres.com(ASP)】

＜施主＞
ＢＰＯの範囲

＜原図電子化依頼時にオンデマンド電子化＞
＜電子化＞ ＊電子原図セキュア保管＜データセンター登録＞＜過去のマイクロ＞

【住友倉庫】【新日鉄ソリューションズ入力センター】

導 

入 

前

導 

入 

後

（正）

＜竣工図書移管指示＞

＜集配＞

＜５年経過後＞

図5　新日鉄都市開発の8つのサービス特徴図4　オンデマンドアーカイブ導入例

リーシング
マネジメント

FMコンサル
ティング

企業価値増大
プロモーション

コスト
マネジメント

IT
（情報技術）

賃貸資産管理

省エネ・環境
対応

オフィスサービス
アウトソーシング

管理

新日鉄都市開発
8つのサービス
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 サービスメニュー 2

新日鉄都市開発のCRE事業と連携へ
企業が所有・利用する不動産（CRE：Corporate Real Estate）

を経営資源として有効活用し、企業価値の向上を目指す取
り組みがCRE戦略だ。昨年には国土交通省がCREについて
の提言（※7）をまとめるなど、官民を挙げた取り組みによって、
企業経営におけるCREへの関心が急速に高まっている。
こうした中、（株）新日鉄都市開発では、新日鉄グループ企
業を対象にCRE関連サービス事業を推進すべく体制を整備
している。グループ内の不動産情報を管理することで、各
種コンサルティング、ファシリティマネジメント（FM）（※8）
などの提案を行う。特に、オフィス移転やレイアウト変更な
どでオフィスの効率化と生産性向上を実現するFMにおいて
は、業務に関するさまざまなサービスを担当。その実績デー
タを蓄積し、最適なソリューションを提供する（図5）。その
メニューの一つとして、新日鉄ソリューションズとの連携
によりオンデマンドアーカイブを活用した文書管理サービ
スを提供していく。新日鉄都市開発ビルマネジメント部テ
ナントリーシンググループマネジャーの富永浩氏は次のよ

うに語る。
「新日鉄ソリューションズ
から提携の提案をいただいた
ときは、ちょうど文書管理の
パートナー企業を探している
ところでした。保管スペース
や検索時間のロス対策、さら
には情報漏洩や紛失・破損な
どの内部統制対策としても、
紙書類の削減や効率的な管理
は今後ますます重要になると
考えています」
外部倉庫での書類保管サービスのように書類輸送時のト

ラック利用などによるCO2排出もなく、環境経営という点か
らもメリットが大きいと富永氏は指摘する。
「当社は、今後、オンデマンドアーカイブの活用を積極的
に推薦していきます。まずは、新日鉄グループを対象にサー
ビスを提案し、将来的には当社ビルテナントさらには他の企
業グループへの展開を目指していきます」

※7  企業不動産の合理的な所有・利用に関する研究会（CRE研究会）：国土交通省が1990年初頭に起きたバブルの二の舞を避けるため、企業の不動産戦略の現状認識と今後のあり方、環境・
情報整備を検討することを目的に同省内に設置。研究者や企業の不動産部門担当で構成される。2007年3月に報告書が提出された。

※8  ファシリティマネジメント（FM）：施設を経営資源として戦略的に活用する経営管理手法。
※9  公告：法令上の義務により特定の事項を広く一般に知らせること。

お客様の電子公告の信頼性を支える
── 電子公告調査サービス
電子公告調査サービスとは
2004年の商法（現在は会社法）改正に伴い、従来、官報や

日刊新聞への掲載に限られていた企業の公告（※9）が、2005
年 2月 1日より「電子公告」としてインターネットで行える
ようになった（図6）。現在、インターネット上での個人の株
式投資などが急増する中で、電子公告化の加速は必至だ。
電子公告導入のメリットは、公告内容を一定期間内、自
社ホームページに掲載できるため、日刊新聞での告知と比
べてより多くの関係者への周知を徹底でき、掲載費用も日
刊新聞の半額から10分の 1程度で済むことだ。また、特定
の債権者への個別の催告を省略できるため、業務の合理化、
費用削減が可能だ。公告期間中のすべての電子公告は「法
務省電子公告システム」で閲覧することができる。
新日鉄ソリューションズは、2006年 4月10日に会社法お

よび電子公告規則に基づく電子公告の調査機関として法務

定款に電子公告を公告方法と定める
既存会社の場合は定款変更する

登記申請を行う

調査機関に調査を委託する

調査機関は法務大臣に調査委託があったことを報告する

公告開始（電子公告調査開始）

公告期間満了（電子公告調査終了）

調査機関から会社に対し、調査の結果が通知される

調査結果通知を「公告をしたことを証する書面」として
合併などの登記申請書に添付

〈法務省のホームページより〉

（株）新日鉄都市開発
ビルマネジメント部

テナントリーシンググループ
マネジャー
富永  浩氏

図6　電子公告手続きの流れ
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大臣の登録を受け、同月20日より「電子公告調査機関サー
ビス」を開始した（2008年 5月現在登録機関は 6社）。会社
法第941条で、電子公告を行う企業は、期間中に電子公告
が適法に行われているか調査機関の調査を受けなければな
らないとされている（図7）。
サービスの内容は、インターネット上でサーバーダウン

などのトラブルがなく公告情報を閲覧できることをまず確認
し、閲覧できる場合、調査請負時に預かった公告情報と比較
し内容が改ざんされていないかを調査する。さらに、法務省
に登記されたホームページアドレスが有効で、公正なアクセ
スが可能かも調査している。これらの調査結果を「電子公告
調査結果通知書」として電子データまたは書面で発行し、お
客様は電子データの場合でも、調査機関の電子署名があれば
法務省へのオンライン申請の添付文書として利用できる（図
7）。ITサービス事業部長の藤本英文は次のように語る。
「当社では、データセンターの管理や24時間体制でのシス
テム運用など豊富なノウハウを持っています。法律では 6
時間に 1度の調査義務が定められていますが、当社は 4時
間ごとの調査を実施しているため、不測の事態への迅速な
対応が可能です」

3社の連携で電子公告の
ワンストップサービスを提供
新日鉄ソリューションズは、「ディスクロージャーサービ

ス」（※10）のパイオニアで50年以上の経験を持ち、上場企業

の約半数を顧客に持つ宝印刷（株）と、全国124万社の膨大
な企業概要データを保有する（株）帝国データバンクと代理
店契約を締結していることも大きな強みとなっている。
宝印刷は、1948年に施行された証券取引法（現在は金融

商品取引法）により上場企業を対象に法令化された「有価証
券報告書」の制作会社として創業した。現在、ディスクロー
ジャーサービスの分野に特化しており、マーケットシェア
は全上場企業の「有価証券報告書」の45％、「株主総会招集通
知」の40％、任意開示である「事業報告書」の30％弱を占め
る。同社は2004年の商法（現・会社法）改正に伴い電子公告
サービスに参入した。
「宝印刷では公告に関する豊富な経験を活かして、電子公
告を始めるお客様へのコンサルティングサービスも提供され
ています。3社が連携することで、ワンストップサービスで
一層手軽に電子公告を利用することが可能です。こうした
機能が評価され、既に電子公告サービスの利用者は年間300
件以上に上っており、また電子公告の必要な時にはサービ
スを利用できるよう事前に登録されている会社は700社を超
えています」（藤本）。

連携の相乗効果で
サービスの信頼性をさらに高める
2009年 1 月 5日から始まる株券電子化で、電子公告の利
用社数はさらに増加すると予想される。株券電子化に伴い、
上場会社は株券を「証券保管振替機構（ほふり）」に預けて

※10  ディスクロージャー：企業が株主・債権者などの投資者や取引先を保護するために、経営成績・財政状態・業務状況などの内容を開示すること。

ご利用料金： 公告期間3カ月未満 180,000円（税別）
 公告期間3カ月以上 200,000円（税別）
 調査結果通知書再発行手数料：10,000円（税別）/件
 ※詳細はお問い合わせ先（P8）までご連絡ください。

＜お客様＞ ＜新日鉄ソリューションズ電子公告調査機関センター＞

セキュリティルーム
受領 開封 登録

第二ＤＣ

電子公告
調査サイト
公告

コンテンツ

調査報告書

目視確認

オペレータ

＊ＮＧ

＊公告掲載期間中、４時間に１回自動チェック
  （改ざん・経路）

＊報告書をダウンロード
　（登記時に必要）

終
了

お客様の
社外向け
ホームページ
公告

コンテンツ

電子公告掲載

利用者（お客様）
＊公告開始の４営業日前まで

＊障害をメールで通知
  （営業時間内）

①Ｗｅｂ

②書留
公告

コンテンツ

特別口座開設の公告スケジュール

日刊新聞紙への公告（平均掲載料金100～300万円）
に比べ、電子公告（平均調査料金 18～ 20 万円）
と大幅にコストを削減できる。
ホームページに掲載することで、利害関係者へあ
る一定の期間告知することができ、周知性の向上
が図れる。
公告内容によってはこれまで必要とされていた個
別催告を省略することができるため、事務手続き
の削減ができる。

①公告費用の削減：

②サービスの向上：

③手続きの合理化： 

【電子公告のメリット】

2009年１月５日（予定）　

所在不明株主の
公告実施

振替期間に
対する
同意手続

特別口座開設の
公告実施

（移行日の１カ月前まで）
2008年２月現在

『株券の電子化』
スタート

2008年

5月

図7　電子公告調査機関の役割 図8　特別口座開設の公告スケジュール



62008. 6   NIPPON STEEL MONTHLY

特集　新たなビジネスモデルを実現する高付加価値サービスを提供─新日鉄ソリューションズ（株）

 サービスメニュー 3

いない株主の権利を確保するため、信託銀行などに「特別
口座」を開設し、その旨を公告しなければならない。また
この機会に、所在不明株主に対して株式の売却に関する公
告を実施することで、各企業では所在不明株を自己株式化
する動きが活発化すると見込まれる。宝印刷執行役員総合
企画部長の小谷隆司氏は次のように語る。
「上場企業は株券電子化の 1カ月前までに株券の預け先
となる口座開設を公告しなければなりません（図8）。まだ
電子公告に移行されていない企業も、その際に、安価な電
子公告に移行されるものとみています。また、所在不明株
主に公告（所在不明株主の株式売却異議申述公告）を行う場
合、膨大な数の株券番号を新聞に掲載すると多大な費用が
かかりますが、電子公告で行えば簡単かつ安価で済みます。
これは2006年に新日鉄が先鞭をつけた事例です」
2006年に施行された会社法では、株主総会招集通知の

「Web開示」ならびに「Web修正」が認められた。これによ
り、参考書類などの招集通知の一部分についてはインター

ネットで開示することで通
知したと見做されるように
なった。しかし、日常パソ
コンを使わない高齢株主へ
の配慮や、サーバーダウン
などによるアクセス障害を
懸念してWeb開示に踏み切
れない企業が多いのが実態
だ。宝印刷と新日鉄ソリュー
ションズでは、両社連携に
よるWeb開示に対応した掲載調査サービスに着目し、新た
なビジネスの可能性を追求している。
「新日鉄ソリューションズの卓抜したIT技術と豊富な経
験は当社にとって大きな強みです。電子公告調査機関サー
ビスの強力なバックアップと、当社が開発した信頼性の高
いサーバーとの相乗効果で新たなビジネスを展開していき
たいと考えています」（小谷氏）。

販売戦略立案の情報を可視化する
── 顧客情報分析サービス

的確なデータ提供で
スピード経営を支援
企業経営のスピードアップが求められる中、業務システ

ムなどで日々蓄積される企業内の膨大なデータを分析・加
工して、経営計画や企業戦略などに活かす、ビジネス・イ
ンテリジェンス（BI）ソリューションの必要性が高まってい
る。従来のBIシステムは、業務ごとに個別最適化した形で
導入が進められてきた結果、さまざまなツールが分散し、
全社的視野での分析を行う際には効率が低く、無駄な費用
がかかるという課題があった。
新日鉄ソリューションズでは、その課題を解決するため、

保有する顧客情報をリアルタイム情報として活かす「顧客情
報分析サービス」を開始した。「インターネットでのカタロ
グ通販や電子商取引（ECサイト）、直営店舗における顧客・
商品分析を行いたい」「B to B（企業間取引）における販売実
績を顧客、商品、組織の切り口で把握したい」「実施した施
策の結果を検証するためのデータをまとめたい」といったお

客様の要望に対して、信頼
性の高い的確な分析レポー
トの提供で応えている。
プロフェッショナルサー

ビス部ITサービス営業グ
ループリーダーの笠井正之
は次のように語る。
「どの企業も顧客情報分
析を行っていますが、現状
に不満を持つ企業も多いと
思います。社内に本格的な
顧客分析システムを構築すると1億円近い投資が必要にな
る上、データ分析を行うノウハウや要員を社内に担保して
いないといったお客様もいらっしゃいます。『顧客情報分析
サービス』は、幅広いニーズに合わせて、アプリケーション
の使用からレポート作成まで、段階的に利用することがで
きます。当社では、約50社の納入実績を誇るBIシステム構
築で培った技術的なノウハウと分析業務を強みに、本格的
な分析サービスの仕組みを確立しました」（図9）。

宝印刷（株）
執行役員総合企画部長
小谷 隆司氏

新日鉄ソリューションズ（株）
プロフェッショナルサービス部
IT サービス営業グループリーダー

笠井 正之
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ユーザーニーズに合致した
個別サービスを展開
「顧客情報分析サービス」は、本格的なサービス利用の前
に一定期間試すことができるトライアルサービスから、段階
的に導入することができる（図10）。同社では、初めに特定
期間のデータをオフラインで受け取り、分析レポートを提出
する。そしてお客様がその効果を確認した結果、週次や月
次で継続的に標準レポートを利用することになったときは、
ASP形式で容易に導入できる。その段階では、お客様側で
の分析ツールの習熟やシステム運用などの手間を極力排除
し、初期費用の低減を追求している。さらに個別要望に対

しても柔軟に対応しており、部門最適の仕組みを検討する
お客様に対しても、そのニーズに合致したサービスを提供
することができる。
「お客様のBIの認知度・経験に合わせてさまざまな解を
用意できるのが当社の強みです。最近では、インターネッ
トで製品を直販する企業が増えている中、インターネットで
の購入者と通常の店舗の顧客などで、属性の異なる顧客情
報を一元的に分析できる『顧客情報分析サービス』への価値・
評価が高まっています」（笠井）。
新日鉄ソリューションズは、「顧客情報分析サービス」の提

供により効率的な販売戦略立案をサポートすることで、お
客様の売上拡大を支援していく。

ニチレイグループの企業経営
理念は、『くらしを見つめ、人々
に心の満足を提供する』ことで
す。当社は、そのミッションを
より具体的にお客様に伝えるた
めに設立されたＢtoＣ（企業対
お客様）をビジネスモデルとし
た通信販売会社です。

当社では、健康的な食生活や体調管理を求めるお客様
に、栄養成分やカロリーコントロールをした冷凍惣菜セッ
ト、糖尿病食などをご提供することでお客様の食生活のソ
リューションにつながることを目指しています。
一般的にB to B（企業対企業）のビジネスモデルでは、中
間に流通業者が入ることで、お客様との直接の接点を築く
ことが困難になってきています。したがって、当社では、
お客様とより強固な関係を構築していくために、マーケ
ティング戦略についても、一般的なプロダクト（製品）、プ
ライス（価格）、プロモーション（販売促進）、プレイス（立地）
などの売り手側の4Ｐ視点ではなく、買い手側であるお客
様の4C視点で考えなければなりません。お客様の価値を
追求する「カスタマーバリュー」、プライスに対する付加価
値の理解を得る「カスタマーコスト」、お客様とのキャッチ

ボールができる「コミュニケーション」、そして購買意欲を
高めるための「コンビニエンス（利便性）」です。
当社では、お客様の購買行動を分析して仮説を立てた上
で、品ぞろえ、価格設定、広告宣伝を精査することでお客
様との良好なコミュニケーションにつながると考えていま
す。お客様との直接の接点であるコールセンターに入る情
報（お客様の声）を読み取ることも重要ですが、主に定性的
であり定量的にお客様一人ひとりの行動を十分に読み取れ
ているとは言えませんでした。販促施策に対してお客様の
購買行動を定量的な数値で捉えて、検証・把握し、次の施
策立案に活かしていく顧客分析の必要性を感じる中で、新
日鉄ソリューションズの「顧客情報分析サービス」を導入
しました。
「顧客情報分析サービス」は、お客様とのコミュニケー
ションの反応が数字で見えることが最大の魅力です。今後
さらに、経営の意思決定をスピードアップさせる情報分析
に期待を寄せています。当社の使命は、健康サポート商品
の通販事業を通して、お客様に支持されるニチレイを支え
ていくことです。お客様と長い（生涯に通じる）関係を構築
するツールとして、「顧客情報分析サービス」を大いに活用
して事業モデルのイノベーションを追求していきたいと考
えています。

ニチレイグループ：帝国水産統制（株）を前身とし、1945年に日本冷蔵（株）として創業。缶詰・冷凍食品などの加工食品製造や水産物・畜産物の低温物流などの事業を行う。
1985年に（株）ニチレイに商号変更。2005年に各事業を株式分割し持ち株会社とそのグループ会社に移行。

使い続けてくれるお客様との関係構築の強力なツール
（株）ニチレイフーズダイレクト 代表取締役社長　新井 裕氏
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お問い合わせは　　　　　　　　　　新日鉄ソリューションズ（株）　総務部広報・IR室 　　TEL03-5117-6080

 期間（終了）
 R 
 F 
 M 
 年代 
 性別 
 都道府県 
 商品 

利用状況前年同月対比

利用者数推移

利用率推移
施策対象顧客の
施策対象商品の
利用率向上！

プロモーション
効果あり！

施策対象顧客の利用状況
（購買行動変化）を検索

年月 2006/03  2006/04 2006/05 2006/06 2006/07 2006/08 2006/09 2006/10 2006/11 2006/12 2007/01
顧客数 
利用者数
利用率
 前年 2005/03  2005/04 2005/05 2005/06 2005/07 2005/08 2005/09 2005/10 2005/11 2005/12 2006/01
顧客数
利用者数
利用率

2006/03 2006/04 2006/05 2006/06 2006/07 2006/08 2006/09 2006/10 2006/11 2006/12 2007/01 2007/02

利
用
者
数

利用者数　　前年利用者数

利
用
率

2006/03 2006/04 2006/05 2006/06 2006/07 2006/08 2006/09 2006/10 2006/11 2006/12 2007/01 2007/02

（％） V_ 利用率　　V_ 前年利用率

■分析レポートを
まずは１回お試し

■元データはオフラ
インで受け取り

■継続的にレポート
を利用
■ASP形式で容易
に導入
■元データはオン
ラインで定期更新

■個別レポートを要
望に応じ段階的
に追加

■専用ホスティング
対応

３. カスタマイズASP2. ASP1. トライアル

特定期間のデータを
元に分析効果を確認

ASPなのでイニシャルコスト
が小さい

個別要件へも
柔軟に対応

お客様の要件に
合わせた
レポート追加

週次・月次の
標準レポートトライアルレポート

ご利用料金：ASP利用代金 月額50万円
 分析レポート代行サービス 月額30万円
 トライアル料金（オフライン分析サービス）　
 トライアル料金50万円+
 分析レポート代行サービス料金30万円＝80万円
 ※詳細はお問い合わせ先 下記までご連絡ください。

図10　サービスの概要図9　顧客情報分析サービス内容の一例

私どものミッションは、ITを活用してお客様の課題を解
決し、お客様の競争力強化と成長に貢献していくことです。
ITの領域は、絶え間ない技術革新と経験したことのない新
しい価値が連日のように創出され、大きな広がりとスピー
ドをもって進化し続ける分野です。そのため、お客様が何
を求め、それをどのように解決していけるのか、より高い
問題解決能力とより高度で専門的なIT技術が求められてお
り、私どもの役割は一段と重要なものになっていると考え
ています。
情報システムは開発工期やトータルコストを削減するこ
とを狙いに、自社構築する時代からサービス利用する時代
へと移行してきています。私どもは2001年 4 月よりサービ
スの提供を開始して以来、多くのお客様からご支持を得て
おり、直接契約のお客様含めて現在の利用ユーザー数は千

数百社様に上ります。私ども
のサービスは、長年にわたる
課題解決の経験やノウハウを
元とするとともに、お客様ニー
ズに柔軟にかつきめ細やかに
対応することを特色としてい
るため、お客様のビジネスプ
ロセス改善をはじめとしたさ
まざまな課題解決にお役に立
てると考えています。
今後ともお客様サイドに立ち、既存のサービスの進化を
継続するとともに、さらなる利便性の向上を目指し、サー
ビスメニューを拡大してまいりたいと思います。これから
の新日鉄ソリューションズにぜひともご期待ください。

お客様サイドに立ち、利便性の高いサービスを提供
新日鉄ソリューションズ（株）代表取締役社長　北川 三雄



プロフィール◉いとう・もとしげ
1951年静岡県生まれ。 東京大学経済学部卒業。ロチェスター大学大学院経済学Ph.D。専門は国際経済学。総合研究開発機構（NIRA）理事長 東京大
学大学院経済学研究科教授。小渕内閣「経済戦略会議」、森内閣「IT戦略会議」をはじめ、内閣府税制調査会、アジア・ゲートウェイ戦略会議など、政府審
議会や首相の諮問機関などで委員を務める。また、その一方で、テレビ東京「ワールドビジネスサテライト」のコメンテーターなどメディアでも活躍し、ビ
ジネス経済を理論的に解き明かし、わかりやすく説明することで知られる。編著書は『大変化』（講談社、2008）、『日本経済の「いま」がわかる11のト
レンド』（講談社、2007）『日本の空を問う̶なぜ世界から取り残されるのか』（日本経済新聞出版社、2007）など多数。

伊藤 元重氏
ゲスト◉国際経済学者

技術革新とグローバル化に
変化する社会を
経済学の視点で捉える
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もなりました。つまり、ITの専門家でない私自身が
ITによる社会変化に関心を持つことで、その動きを
間近で見ることができるようになったのです。
─ IT化が進み、この10年で世の中は大きく変わりま

したが、 ITが世の中へ与えたインパクトをどのように考

えていらっしゃいますか。

いろいろな側面がありますが、私はITそのものと
いうよりデジタライゼーションの影響、ITを駆使し
て情報をデジタル化することにより分析や計算が簡
単にできるようになったことの社会への影響の大き
さに特に注目しています。
イアン・エアーズの『その数学が戦略を決める』（文
藝春秋）という本には、コンピューターが膨大なデータ
を統計的に解析することで、従来専門家がやっていた
ことを凌駕するような分析を可能にした事例が書かれ
ています。
例えば、有名なのはワインの話です。ワインの品質
は“その道の権威”が２年くらい樽に寝かされたワイン
を実際に口に含んで、その味を評価するのだとか。し
かし、ワイン好きの経済学者であるアッシェンフェル
ターが、なんとかワインの品質評価をデータ計算でで
きないかと考えたんですね。そこで、収穫する前年の
夏の降雨量や温度など、さまざまなデータを入れて解
析したところ、とてもよく当たったんです。このデー
タ予測はワインを樽に詰め込む前に行われますが、そ
れはある意味で、デジタル分析・解析力が、専門家の
経験や知識を超えてしまったことを意味します。これ
は一例ですが、今後さらにデジタライゼーションが産
業の姿を変えていくだろうと思います。
実際に近年では、こうしたデジタライゼーションを
促進するITの進歩とグローバル化が、流通業の形を完
全に変えてしまいました。アメリカで急成長したウォ
ルマートという小売企業では、トラックにGPSをつけ
て人工衛星を駆使し、約4,000の店鋪のどこに、いつ、
どんな商品を納入するといった情報管理をリアルタイ
ムに行い、急成長しました。流通業は、情報システム
を戦略基盤とする産業に進化したのです。

通商摩擦の現場に触れて、
ITと経済の接点に関心を持つ

─ 現在のご専門の道に進まれたきっかけをお聞かせ

ください。

大学での恩師の影響もあって自然に学者になろうと
思い、大学院に進み、進学後すぐに海外留学に応募し
てアメリカへ行きました。アメリカでは国際経済学を
研究しましたが、このままやっていけるか、常に自分
を試される“サバイバル”の世界でした。その留学時に
博士号を取得し、帰国してからも国際理論経済学を専
門に研究してきました。
そして、助教授時代は、ちょうど貿易摩擦が激しい
時代で、通商問題を研究するうちに、通商摩擦の国際
会議やシンポジウムなどに呼ばれる機会が増え、理論
だけでなく現実の社会の動きに関心を深めるようにな
りました。
1980年代後半になると、日米通商摩擦の中身が変化
し、それまでの“日本からアメリカへの輸出をどう抑
えるか”という問題から、“日本の産業政策のあり方”
や“日本国内の閉鎖的な慣行”などに世の中の関心が移
りました。中でも日米通商協議で槍玉に挙げられたの
が流通業の閉鎖性だったことから、流通問題について
勉強するようになり、少しずつ流通問題、産業問題へ
のかかわりが深まりました。当時はPOSシステムや電
子マネーの出現など、流通業界への情報通信技術（IT）
導入が進んで、業界が激しく変動していた時代でもあ
り、技術と経済の接点に関心を持つようになりました。
─ その後ITへの関心を深められたのは、どういう経

緯でしょうか。

ITに強い関心を持ったのは、2000年の夏、当時の森
内閣にIT戦略会議ができたことがきっかけです。ITの
専門家ばかりだと議論が狭まるということで、私もメ
ンバーに呼ばれ、そこで改めてITが産業でいかに使わ
れるか、企業戦略がどうかかわってくるかなど、さま
ざまな形で研究する機会を得ました。
後日、そのときの経験をベースに『デジタルな経済』

（日本経済新聞社、2001）という本を出版したところ、
ITの専門家とは違う切り口が面白いと、講演や講義を
依頼されるようになり、またITを駆使して新しいビジ
ネスを展開する起業家の方々と親しく付き合うように

よって
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経済における技術革新のキーワードは
「補完」と「代替」

─ デジタル化によって、ビジネスの形はどのように変わ

るのでしょうか。

経済学の世界では、経済と技術革新の関係を「補完」
と「代替」というキーワードで分析することができます。
例えば、コンビニエンスストアとITの関係が「補完」の
事例として挙げられます。
大手コンビニチェーンでは本のインターネット販売
を始めたとき、宅配で自宅に届けるか、日ごろ利用し
ているコンビニの店鋪に自分で引き取りに行くかを選
択できるようにしました。すると９割の人がコンビニ
に取りに行く方を選んだそうです。情報収集と注文は
ネットが便利だが、引き取りはいつでも好きなときに
行ける方が便利だということでしょう。コンビニにとっ
ては客との接点を増やすことにもなり、また店鋪ごと
の情報量を高めることもできました。このようにITは
コンビニ業界に大きなビジネスチャンスを与えること
になったのです。
一方、例えば、車の購入時に、以前は自動車のディー
ラーに足を運ぶしかありませんでしたが、今ではネッ
トの方が専門的で詳しい情報が分かります。ディー
ラーの情報は売り手側に立った数ある情報の一つで
あり、情報提供機能は完全にITに「代替」される可能
性があります。
ITの急速な進化に伴い、ITと代替的な関係にあるビ
ジネスはどんどん形を変えていかなければ生き残るこ
とができなくなります。そこで「ITの進化を利用して
新しい価値を生み出す」と前向きに捉えて、ITの良さ

を取り入れながら、それと競合しない分野や機能を強
化・強調していくと、ビジネスチャンスが生まれます。
─ グローバル化する社会において、今後、日本企業の技術

革新はどのような方向に進むのが望ましいとお考えですか。

私は、産業には縦型と横型があると言っていますが、
日本は縦型の産業に強いのです。一つの企業内で企画・
開発・製造し、商品を組み立てて販売するという、いわ
ばシステムインテグレーションが非常に得意なのです。
JRなどはさらにリニアモーターカーの開発、ダイヤの運
行整備から満員電車に人を押し込む仕事まで全部自社で
一貫してやるのですから（笑）、すごいものですね。
ところがグローバル化して技術革新が進むほど、一
つ一つのパーツやソフトウェアが高度化し、一つの企
業内ですべてを賄うのは難しくなり、世界規模での分
業化が進み、横型産業が増えます。既にパソコン業界
はそうした形態が定着しており、他業界でも、今後ま
すます横型の展開が増えるでしょう。そうしたグロー
バルな社会では「アウトソーシング」が重要なキーワー
ドになります。しかし、日本人は器用なのですべて自
分でやってしまおうとするし、できてしまう。実はそ
こが、国際市場で勝てない理由でもあるのです。
例えば、最近普及したiPodはシンプルな機能しかあ
りません。アメリカ人は誰も携帯用の音楽機器で文字
を打とうとは思わない。一方で日本人は携帯電話にい
かに機能を持たせるか、といった領域で競争してしま
い、機能は優れていても世界市場ではなかなか勝てな
いのですね。
もちろん、日本が世界的に大変強い半導体製造装置
や炭素繊維などでは、開発にはインテグレーションも
大事ですから、一概に縦型が悪いとは言えません。日
本には、日本らしい縦と横を柔軟に生かした方法や、
グローバル化に合った技術の生かし方があるのだと思
います。

経済学という“文法”で
物事や現象を理解し伝えていく

─ 今後、日本が活力を持つためにはどうすれば良いとお

考えでしょうか。

日本にとって、デジタル化やグローバル化、技術革新、
業務革新などの多くはサプライサイド（供給側）の話で、
日本の最大の問題はディマンドサイド（需要側）にあ
ります。 経済を支えるディマンドサイドは家計、企業、
政府、外国の４つから構成されますが、日本はこれま
で極端な円安の中で輸出利益に依存してきました。ま
た多額の財政赤字があるということは公的需要が高
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（※）リテラシー：ある分野に関する知識、教養、能力。必要な情報を引き出し、真偽を見抜き、活用する能力。

「世代別に見た家計の平均資産保有額」  出典：総務省統計局「全国消費実態調査」（2004年）

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

－1,000

資

産

額

30歳未満 30歳台 40歳台 50歳台 60歳台 70歳以上

（万円）

耐久消費財等資産

住宅・宅地資産

金融資産

817
146

679

－8

1,459

－212

1,514

158

2,712

148

2,393

171

4,160

1,020

2,955

186

5,556

1,884

3,499

173

5,961

2,026

3,817

117

『大変化』
（講談社、2008）

日本が抱えるさまざまな
不安要因とその背後に潜
むチャンスを探り、今後、
日本の活力を高めるため
に何が必要かをわかりや
すく示した一冊。

いことを意味します。つまり、日本の経済は外需（外
国）と公的需要（政府）とで支えられてきていて、消費（家
計）や設備投資（企業）に支えられているとは言い難い
状況にあります。
日本が活力を持続させるための最大のポイントは、
この消費や設備投資などの民間内需を拡大することで
す。私は、家計部門が今後向かうのは、今日の幸せで
はなく明日の幸せのための支出だと思っています。
具体的には、１つ目が医療や健康です。医療・健康部
門への支出は、既に国民所得比で８%くらいあり、今後
さらに需要の伸びが見込める大きな産業です。２つ目は
人々の能力を高めるような人的投資です。そして３つ目
は新しいライフスタイルに合った都市や住環境を造るこ
とではないかと考えています。高度成長期、人々は都市
に集まり、都心に職場、郊外に住宅といった職・住分離
が進みました。しかし産業構造が第３次産業にシフトし、
GDPの８割がサービス業に依存している現在では、職・
住の混在が可能になります。例えば、六本木ヒルズのよ
うに、都心のビルにオフィスや店舗、住居があり、そこ
に住む人々が近くの美術館へ行き、ショッピングをし、
飲食店に流れて消費を牽引する。働く、学ぶ、遊ぶ、住
むが混在することが、内需を高める活力になると思いま
す。また近い将来、人口の３割を占める高齢者層が持つ
不動産・金融資産が日本全体の６～７割に達するため、
この流動化もポイントになります。
いずれのテーマも現在の日本では規制などの問題を抱
えていますが、一つの制度や政策の変化が大きな転機に
なる可能性があります。公的な評価をしながら、いかに
民間活力を巻き込んでいくかがこれからの課題です。
─ 経済学者として世の中に伝えていきたいことを教え

てください。

経済学というのは思想体系であり、ものの考え方で

す。グローバルな世界では、文化や慣習、歴史、法律
など、各国の思想・基準が異なります。しかし経済学
を尺度にすると世界の誰とでも同じ基準で議論するこ
とができます。経済学という文法で相手を理解しよう
とすると見えてくることがあるのです。例えば、現在
直面している地球温暖化問題や医療問題などのよう
に、国や人々がそれぞれ異なるインセンティブを持っ
ている問題の解決方法や方向性を考えるときに、経済
学の果たす役割は大きい。逆に言うと、経済学の考え
方なしには解決できないと思います。
変化の激しい複雑な社会ではリテラシー（※）が重要
なのですが、私にとって幸運だったのは、経済学を学
んでいく過程で、技術・知識としての経済学だけでは
なく、物事や現象を捉える考え方として経済学をしっ
かり学べたことです。かつて私は大学で優れた先生方
の素晴らしい考え方に触れ、留学して、高名な世界的
経済学者に直接話を聞くことができるなどの機会に恵
まれました。私のミッションは、そうした経験で身に
付けた経済学の視点からさまざまな問題を捉え、見え
てきたことを社会に伝えることであり、それが学者と
しての喜びだと感じています。
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スラグ
銑鉄

熱風

融着帯

炉芯

● 新機能付加型装入装置
● 各種操業管理システム

● 粒度別・銘柄別装入法
● 副原料低減操業法
● 小塊コークス装入法
● 代替鉄源装入法

● 薄壁
   ステーブ・クーラー

● 微粉炭吹き込み法

● ダスト・融材
   吹き込み法

● プラスチック粉
   吹き込み法 ● 羽口内観測装置

● 炉床カーボンレンガ

● 装入物プロフィル計

● 各種温度・成分
   測定装置

● 各種炉内推定
   数学モデル

Fe2O3Fe2O3
Fe3O4Fe3O4

FeOFeO

FeFe

コークス

出銑口

焼結鉱、塊鉱石
石灰石
コークスを装入

焼結鉱、塊鉱石
石灰石

高炉全景 写真1

炉床から見上げた高炉内部 写真2

高炉の開発技術一覧 図1

製鉄所のシンボル「高炉」。写真は新日鉄・大分製鉄所第二高炉。

高炉はシンプルな反応容器だが、生産性の向上、鉄鉱石および還元材のコス
ト削減ならびに炭酸ガス排出抑制などのニーズに対応するため、さまざまな
機能を付加しながら、最新鋭の反応容器として進化し続けている。
青色部分は装入物装入法、緑色部分は還元材、ダスト吹き込み法の代表的な
技術を示す。

地球上で豊富な資源量（確認埋蔵量3,700億トン）

を誇る鉄。しかし現在、中国の経済成長などを背景

に世界の鉄鉱石需要が急増する中で、鉄分の純度が

低く、シリカなどの不純物が比較的多い地層での

採掘も増やさざるを得なくなっており、今後、採掘

場所や品質の多様化・劣化が進むものと予測されて

いる。本シリーズ第2回目は、そうした多様な鉄鉱

石を使いこなすための原料改質技術を中心に、製銑

プロセスの改良・革新に挑戦する姿を紹介する。

モノづくりの原点      科学の世界 VOL.41

鉄鋼原料（2）
鉄鉱石を
使いこなす技術

鉄鉱石から鉄を取り出す高炉法

鉄鉱石は、酸素のある地上で酸化鉄（Fe2O3、Fe3O4）
として存在する。その鉄鉱石を高温で溶解し、酸素を効
率よく除去して鉄分を取り出す（還元）設備が「高炉」だ
（写真1、2、図1）。14世紀ごろドイツで発明されたと言
われるこの化学反応容器は、16世紀にイギリスに渡り、
森林資源の枯渇を背景に、1709年には木炭ではなく石炭
を焼き固めたコークス（本シリーズ 3回目で紹介）を燃料
として使用するシャフト炉（※1）に進化し、その後、今日
まで銑鉄製造技術の主流を占めている。高炉は現在、高
さ約100m、炉底がテニスコートほどもある巨大な容器
となり、例えば、容積5,500m3を超える世界最大級の新
日鉄大分製鉄所や君津製鉄所の高炉では、一日に約1万
2,000トンの銑鉄が生み出されている。
初めに、高炉の中で鉄鉱石が鉄に生まれ変わるメカニ

ズムを説明しよう。高炉の上部（炉頂）から鉄鉱石とコー
クスを層ができるように交互に装入し、その層状態を崩
さないように炉内を下降させながら、炉下部にある送風
羽口から熱風を吹き込む。
この熱風がコークスと反応して一酸化炭素の高温の還

※1  シャフト炉：原料や燃料などの装入物を炉頂から入れ、銑鉄、スラグなどを炉下部から排出する竪型炉。



142008. 6   NIPPON STEEL MONTHLY

石灰石 写真3 石灰石の生成過程 図2

海面上にまで達した海山の頂部にサンゴ、石灰藻などの生物が複合して生物礁（主成分は石
灰岩）を形成する。太古代以降の大陸移動で海洋プレートが日本列島の海溝に潜り込む際に、
海山上の生物礁（石灰岩）が大陸プレートに付加された。四国など日本列島の端の地盤では、
石灰岩の塊となって表層に顔を出した。

付加された石灰岩

付加体

生物礁（石灰岩） 海山

海嶺

海溝

大陸プレート
海洋プレート

ホットスポット
マントル

（参考資料：石灰石鉱業協会ホームページ）

炭酸カルシウム（CaCO3）を主成分と
する鉱物。高炉内で鉄鉱石に含まれ
る不純物と結合し、「スラグ」として
無害化する。高品質な銑鉄を得る上
で不可欠な副原料だ。

元ガスとなり激しい上昇気流となって炉内を上昇してい
くためには、ガスの通り道を保つよう粉が少なく強度の
高い鉄鉱石やコークスが必要とされる。下降してくる鉄
鉱石は、高炉の上部では、高温ガス（還元ガス）が鉄鉱石
の酸素を奪い取り（間接還元）、下部では、コークスに含
まれる炭素と接触してさらに還元される（直接還元）。溶
けた鉄分は層内を滴下しながら、1,500℃の高温で炭素
約５％を含む「銑鉄」となり炉底（湯溜まり部）に溜まる。
これが鉄鋼製品の源となる銑鉄だ。溶けた銑鉄は炉底の
側部に設けられた出銑口からスラグ（※2）（後述）とともに取
り出される。約 8時間をかけて鉄鉱石が炉頂から炉底に
降りる過程で、固体、気体、液体が共存するダイナミッ
クな化学反応をもたらす高炉は、現在も原料装入や温度
制御などの周辺技術が開発され、最新鋭の反応容器とし
て進化している（図1）。

鉄鋼材料の品質と生産性を左右する
原料品質
高炉で還元して取り出される銑鉄の品質と生産性を高

めるには、その源となる原料（鉄鉱石）の品質管理が重要
だ。前号でも解説したように、現在は中国やインドなど
を中心に鉄鋼需要が急増する中で、採掘場所や品質の多
様化・劣化が進み、鉄の純度が低くシリカ（SiO2）やアル
ミナ（Al2O3）などの不純物（脈石）が多い低品質原料の使
用を増やさざるを得ない状況になっている。シリカやア
ルミナなどの不純物が多いと、高炉に装入された鉄鉱石
の還元が難しくなり、銑鉄の生産性が低下し、品質を維
持するのが難しくなる。
鉱山で採掘された鉄鉱石に粒子として混ざっているシ

リカやアルミナは、鉄と結び付いた化合物にはならない
が、高炉内で還元されるときに、粘土のようなベタベタ
な固体となり（融点が高い）、溶融を促進する炉頂へのガ
スの通気を阻害し、温度上昇を妨げて還元効率を低下さ
せる。また、液体になりにくいため出銑口の詰まりの原
因にもなる。そこで従来から、副原料を使用して不純物
を取り除く方法がとられている。
また、装入時の鉄鉱石の粒度が不ぞろいで通気性が悪

いと、熱が炉内を伝わりにくく還元効率を低下させるた
め、炉内で積層しても潰れにくい強度を持ち、粒の気孔
率が高く還元ガスと反応する表面積が大きいといった材
質・形状への改質も必要だ。新日鉄では、こうした鉄鉱
石の品質低下と材質のバラツキが顕在化する以前から、
鉄鋼原料の安定利用を維持・継続するために多様な鉄鉱
石を使いこなす「原料の事前処理」の技術開発に取り組
んできた。

鉄鉱石の不純物を無害化する副原料
「石灰石」
不純物の多い鉄鉱石を使いこなす方法としては、従来

から、石灰石（写真3）を使用して、シリカやアルミナな
どの不純物を無害化する方法が用いられている。一見、
鉄とは関係のない原料を使い多くの副産物を生み出すこ
とを不思議に感じるかもしれないが、石灰石は高炉とい
うプロセスの中で高品質な銑鉄を得る上で不可欠な副原
料だ。
石灰石は化合物「スラグ」としてアルミナやシリカの

融点を下げ、粘土のような状態をサラサラで流動性の高
い液体にしやすくする。高炉の操業では最終的に、炉底

※2   スラグ：鉄鉱石に含まれるシリカやアルミナなどの不純物が石灰石と混ざり合って溶けたもの。
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焼結鉱の性能試験 写真4焼結工程と焼結鉱 図3

焼結技術：
産地や性質の異なる粉鉱石の配合を
調整・均一化し、一定の大きさに焼
き固めて塊成物にする技術。高炉で
生まれる銑鉄の品質安定化と還元効
率の向上に寄与する。

焼結鉱

原料槽
1次ミキサー 2次ミキサー

散水

配合原料サージホッパー

点火炉
パレット 1次クラッシャー

2次クラッシャーホットスクリーン

クーラー
ウインドボックス

主排風管集塵機

床敷ホッパー

煙
突

レンタリング
ファン

返
鉱

コ
ー
ク
ス

石
灰
石

粉
鉱
石

粉
鉱
石

粉
鉱
石

雑
原
料

コールド
スクリーン

＋6mm

－5mm

圧　力
（≧800℃）

還元ガス

コークス

鉄鉱石

コークス

部に溶融した銑鉄が溜まり、比重の小さい液状化したス
ラグがその上層部に浮いた状態になるため、出銑の際に
銑鉄と不純物を容易に分離・排出できる。新日鉄では、
石灰石の添加量について不純物の融点を下げる最適値を
導き出している。高炉 1回の操業で約300kg排出される
スラグはセメント材料として再利用されており、セメン
トの生産工程の効率化による省エネルギーにも貢献して
いる。
従来から、日本の鉄鋼業が使用する石灰石は国内で採

掘されてきた。太平洋上の海洋プレートにあった生物礁
（石灰岩）が大陸移動の際に、大陸プレートに付加され、
日本列島の端の地盤でその表層に顔を出した（図2）。日
本最大の石灰石の鉱山は四国にある。副原料として使用
するときに石灰石自体に不純物があると使いにくいが、
広い海洋で堆積したため不純物の少ない日本の石灰石
は、豊富な埋蔵量と純度の高さから海外にも輸出されて
いる。これは日本鉄鋼業の強みでもある。

銑鉄生産の安定化に寄与する
「焼結技術」
一方、鉄鋼業界では鉄鉱石の改質技術開発に積極的に
取り組んできた。鉄鉱石の形状には「塊鉱石」と「粉鉱石」
があり、昔は塊鉱石が多く使用されていたが、1950年代
を境に日本では 5mm以下の粉鉱石の使用率が高まった

（現在、塊鉱石の使用量は約10～15％）。天然の塊鉱は還
元性のバラツキや不純物の偏在などが円滑な操業の妨げ
になるため、産地や性質が異なる粉鉱石の配合を調整し
て均一化し、銑鉄品質の安定化を目指した。
しかし、粉鉱石をそのまま高炉に装入すると目詰まり
を起こし還元ガスの流れを阻害する。そこで粉鉱石と石
灰石（粉状）を混ぜて、一定の大きさに焼き固めて塊成物
にする「焼結技術」を導入した（図3）。高炉での還元時に
不純物を無害化する石灰石は、焼結時に粒同士を結合さ
せるためのフラックス（溶剤）の役割も果たしている。事
前に副原料を混入させるため天然の塊鉱石と比べて鉄分
の純度が下がり、その品質に見合った設備を導入するた
めの投資や労力も必要だが、品質の均一化や不純物の無
害化などの効果により、高炉操業時の鉄の還元効率・生
産性が向上する。
現在まで、還元性を高める焼結鉱の成分と形状の最適

化が追求され、焼結効率を向上させる粉鉱石の選定や高
炉への装入方法など、さまざまな角度から試験が行われ
てきた。例えば、高炉のシミュレーターで還元ガスを下
から流し、上から圧力をかけて実際の操業環境を再現し
て、焼結鉱の品質を精査している（写真4）。また、より
多くの焼結鉱を短時間で製造することが求められるが、
新日鉄では多様な条件設定下で実証試験を徹底的に行
い、銑鉄生産の安定化に直結する焼結鉱を効率的に作り
出している。
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水

ミキサー

粉鉱石 石灰粉 コークス粉低品位
粉鉱石

＋3mm

－3mm

ミキサー

造粒機

粉鉱石の造粒状況

1mm

篩
（ふるい）

サンプル
採取位置

選択造粒のプロセスと造粒状況 図4 従来の造粒法と選択造粒法の
造粒物の比較

図5

まず、粉鉱石の中で3mm以下の微粉を篩で選り分けて造粒し、その後、
粗いものと混ぜて焼結機に装入する。これで形状を均一化し、効率良く焼
結することができる。

選択造粒法（右）は、比較的大きい粒を中心に粒度の異なる粉
鉱石のバランスを制御して強度と通気性を両立している。
また焼結反応を阻害するアルミナなどを中心部に閉じ込めて
いる。

アルミナ

シリカ

コークス

コークス

石灰石

A+B
高品質
粉鉱石 A

高アルミナ
粉鉱石 B従来造粒法 選択造粒法

成分量

焼結機へ

高炉操業の高度化を実現した
「選択造粒」
新日鉄では焼結技術の開発・導入に引き続き、1980年

代後半から、低品位原料の新たな事前処理技術の開発に取
り組んできた。その結果生まれた代表的技術が「焼結工程
における選択造粒」だ（図4）。これは粉鉱石の中で3 mm
以下の使用が難しい微粉をふるい分けて均一な形状に造粒
し、その後、3mm以上の粗い粉鉱石と混ぜて焼結機に装
入することで、焼結工程の効率化と省エネルギーを実現し
たもの。同技術は、1993年の「大河内記念生産特賞（※3）」
を受賞している。
焼結鉱は高炉での溶融の過程で軟化するが、できるだけ

上部で還元しやすく、なおかつ通気性を確保するためにで
きるだけ塊のまま高炉の下層に降りることが望ましい。つ
まり溶融還元を加速させながらも、できるだけ最後まで強
度を持たせて通気性を確保する隙間（熱への反応面積）を
維持する必要がある。こうした相反する条件を最適値で両
立させた技術が選択造粒法だ。
焼結前に選択造粒を行うと、6 mm以下の粒鉱石が塊と

して強く結び付き強度が高まる。その一方で多くの細かい
気孔があり、熱に反応する表面積が増えて還元しやすくな
るように制御されている。最終的に造粒される焼結鉱の構
造は、比較的大きい粒を中心として、表層にサイズが異な

る微粒が付着した状態になっている。その際に、微粉がす
べて溶けてしまうと気孔がなくなるため、ある程度の粒度
を持つ粒（2 mm程度）と微粒（0.15mm程度）のバランスを
緻密に制御している（図5）。塊鉱石や焼結鉱とともに原料
として使われているペレット（使用量約10％）（※4）は、焼結
鉱と同じように粉鉱を固めたものだが、焼結でも使いにく
い超微粉を主な原料として山元で製造されることが多い。
ペレットは不純物が少なく強度は高いものの焼結鉱に比べ
気孔が少なく還元されにくい。新日鉄では、輸入するペレッ
トの品質向上に山元と共同で取り組んでいる。
鉄鉱石の改質技術は常に高炉技術の進歩とセットで考え

る必要がある。新日鉄では、製鉄の主流である高炉法での
最適生産を前提に、今後も多様化する鉄鉱石の品質に対応
する技術開発に取り組んでいく。次回は、鉄鉱石の還元に
不可欠な「石炭（コークス）」の歴史や資源としての埋蔵量、
使用技術を紹介するとともに、鉄鋼原料の将来を展望する。

監修 新日本製鉄（株） 
 原料第二部審議役（資源調査）　
 兼　原料第一部審議役（石炭資源調査）　

 長野 研一（ながの・けんいち）

プロフィール
1950 年生まれ、大分県出身。
1976 年入社。主に原料資源調査に従事。
2000 年原料第二部部長。
2006 年より現職。

※3   大河内賞：生産工学、生産技術の研究開発や高度な生産方式の実用化などで優れた業績をあげた個人、事業体を毎年表彰するもの（主催：（財）大河内記念会）。
※4   ペレット：粉砕した微粉鉱石を副原料とともに球状に造粒し、重油や石炭で加熱し成形したもの。
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GROUP CLIP GROUP CLIP

豪州カルボロダウンズ炭鉱における生産能力の拡張について
削設備による操業を開始する予
定。この設備の導入により、同
炭鉱においては2009年以降、平
均370万ｔ/年の原料炭生産が
可能となる。
当社は、今後とも引き続き鉄
鋼原料サプライヤーとの関係を
強化しつつ、中長期的な原料の
安定確保に努めていく。

新日鉄およびその豪州子会社
である新日鉄オーストラリア社
（NSA）は、資源大手のヴァーレ
社などとの間で、豪州のカルボ
ロダウンズ炭鉱において、大型
採炭設備の導入などによる坑内
掘り生産能力の拡張を行うこと
に合意した。
本年5月より工事に着手し、2009
年央から豪州最大級の最新鋭掘

〈カルボロダウンズ炭鉱および開発計画の概要〉
炭鉱所在地 ： 豪州クイーンズランド州
権益構成  ： 新日鉄5%　ヴァーレ社80%　韓国POSCO5%
  インドTATA5%　JFEスチール2.5%　
  JFE商事2.5%（それぞれの豪州子会社を通じて出資）
投資総額  ： 約4億豪州ドル（約373億円）
　　　　　　（カルボロダウンズJVの各出資者が権益比率に応じて負担）
生　産　量 ： 2009年以降、最大440万ｔ/年（現在は、約50万ｔ/年程度）

お問い合わせ先　広報センター　TEL 03-3275-5021

君津製鉄所で個人株主見学会を実施 ̶ 全国各地から多数の個人株主ご来訪
製鉄所内では、高炉や熱延工
場を見学し、プラスチックリサ
イクル工場では製鉄プロセスを
活用した環境への取り組みに理
解を深めていただいた。
参加者からは「製造現場を見
て感動した」「“新日鉄”が身近
に感じられ、今後も応援したい」

4月 8日、君津製鉄所で個人
株主見学会を実施した。全国の
単元株以上保有の株主を対象と
した平日の見学会開催は初めて
だが、株主通信『株主の皆様へ』
でのご案内に全国から多数の応
募があり、関東をはじめ全国各
地から約200名が来訪された。

などの感想が寄せられた。
今後も全国各地域で開催
していく予定。

個人株主見学会の様子（熱延工場前にて）

新日鉄のチタン薄板が世界で初めてビデオカメラの外装として採用
当社は、これまでのIT分野
向けチタン筐体での知見を活か
し、常に持ち歩く製品にふさわ
しい肌合い・質感・色彩に対応
できる素材を開発してきた。今
回のビデオカメラへの初めての
適用は「人に優しい」というチ
タンの金属としての特徴を遺憾

新日鉄は、IT分野へのチタ
ンの適用・拡大を推進している
が、当社のチタン薄板が、世界
で初めて、民生用ビデオカメラ・
ソニー製デジタルHDビデオカ
メラレコーダー“ハンディカム”
の新商品「HDR-TG1」の外装に
採用された。

なく発揮することに成功
したもの。

お問い合わせ先
広報センター

TEL 03-3275-5021、5024

新日鉄がブラジル イパチンガ・フットボール・クラブのスポンサーに
ユニフォーム（写真）の両腕に
「NIPPON STEEL」のロゴが入
る。
IFCは、ウジミナス社や、同
社イパチンガ製鉄所のあるミナ
ス・ジェライス州イパチンガ
市長などの後援により、イパチ
ンガ市をホームとして1998年
に発足したプロサッカーチー

新日鉄は、持分法適用会社で
あるブラジル・ウジミナス社と
の緊密なパートナーシップの一
環として、また2008年が日伯
移民100周年であることから、
ウジミナス社が後援するプロ
サッカーチーム、イパチンガ・
フットボール・クラブ（IFC）の
スポンサーになることとした。

ム。今期、世界で有数の
評価を受けるブラジルプ
ロサッカーリーグ最高峰
のセリエAに昇格した。

チタン薄板が採用され
たAVCHDデジタルハ
イビジョン“メモリース
ティック”“ハンディカム”
「HDR-TG1」

ユニフォームを着て記念撮影するウジミナス社
ソアレス前社長（左）と当社三村会長

米国鋼構造協会（AISC）主催の鋼構造展示会（NASCC）に出展
性を調査した。
今回、重点的にPRしたハイ
パービームの製造技術は、外
法寸法一定化とともに、米国の
形鋼に対し断面形状の最適化と
軽量化が図れる技術として、国
際的な鉄鋼情報メディアである
「Steel Business Briefing」の記

新日鉄は、4月 2～5日に米
国テネシー州ナッシュビルで
開催された米国最大の鋼構造
展示会（NASCC）に初めて出展
し、当社形鋼製品（極厚H、ハ
イパービーム）を展示するとと
もに、グローバルな視点から
米国市場における今後の可能

事でも紹介された。

お問い合わせ先
建材事業部

TEL 03-3275-5073

お問い合わせ先
広報センター

TEL 03-3275-5021
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３日 邦楽、西洋と比ぶれば（23）「人形」【邦楽】
 出演： いっこく堂、竹内道敬（対談）、神田将（エレクトーン、解説）、
  竹本越孝（浄瑠璃）、鶴澤三寿 （々三味線）、東音本多貞子（唄）、
  東音大塚睦子（三味線）、西川古柳（八王子車人形）ほか
 曲目：「くるみ割人形」、「コッペリア」より
  “ワルツ”“情景と人形のワルツ”、
  義太夫「櫓のお七」、長唄「操三番叟」ほか

5日 シリーズ「歌」～こころ響き合うとき～VOL.11　
 歌・舞・音・曲（追加公演）
 出演：亀井広忠、一噌幸弘、一噌隆之、大倉源次郎 ほか
 曲目：素囃子─道成寺組曲、舞囃子─融 酌之舞、安宅 延年之舞 ほか
12日 シリーズ「歌」～こころ響き合うとき～VOL.11「完売」
 歌・舞・音・曲
 出演：亀井広忠、一噌幸弘、大倉源次郎、吉阪一郎 ほか
 曲目：素囃子─神舞、舞囃子─乱、融、天鼓 ほか

6月主催・共催公演から http://www.kioi-hall.or.jp（財）新日鉄文化財団

お問い合わせ・チケットのお申し込み先：紀尾井ホールチケットセンター　TEL 03-3237-0061〈受付 10 時～ 18 時 　日・祝休〉

中国・四川大地震被害への義援金について
プでは被災された地域の早期の復
興を願い、2,000万円の義援金を

5月12日に中国・四川省で発生
した大地震について、新日鉄グルー

（社）日本経済団体連合会を通じて日本
赤十字社に寄付することを決定した。

お問い合わせ先　広報センター
TEL 03-3275-5021～5023

「北海道環境総合展2008」に出展のお知らせ ―6月19～21日に札幌ドームで開催
ピールするもの。
当社は、世界最高水準の技術

開発力を基盤に地球温暖化防止
に向けて大きく貢献しているこ
とをPRする。全国の製鉄所での
“郷土の森づくり”、鉄鋼スラグを
活用した磯焼け改善プロジェク
ト“海の森づくり”などの紹介と併
せ、グループ会社の取り組みと

新日鉄は、6月19～21日の 3
日間、札幌ドーム（北海道札幌
市）で開催される北海道洞爺湖
サミット記念「北海道環境総合
展2008」に出展する。同展は北
海道洞爺湖サミットに向けた直
前の公式行事として、北海道庁・
産業界・環境関連団体が一体と
なって「環境立国・日本」をア

して、新日鉄エンジニアリング
（株）のCDQ（コークス乾式消火
設備）、（株）新日鉄都市開発の環
境共生住宅など、さまざまな取
り組みをわかりやすく紹介する。

お問い合わせ先
環境部

TEL 03-3275-5145 ブース完成予想図

近代製鉄発祥150周年記念イベント「鉄と人の風景フォト＆絵画コンテスト」作品募集
集している。
フォトコンテストは、一般の
カメラで撮影した「一般部門」
とカメラ付き携帯電話で撮影し
た「ケータイ部門」の 2部門で

（社）日本鉄鋼連盟は、近代
製鉄発祥150周年記念事業の一
環として、私たちの周りにあ
る身近な鉄を題材にした写真
と絵画コンテストで作品を募

トなどで発表予定。7月26日
（土）に六本木ヒルズアリーナ
（東京都港区）で開催される「鉄
の星フェスティバル」で表彰式
を行う。

作品を募集。
絵画コンテストは、全国の小

学生を対象にしている。
コンテストの結果は近代製

鉄発祥150周年スペシャルサイ

フォトコンテスト（「一般部門」「ケータイ部門」）
テ ー マ ： 「鉄と人の風景」
対　  象 ： 一般（年齢制限なし）
締め切り ： 2008年6月30日（月）消印有効
形　  式 ： （一般部門）サイズは、モノクロ・カラーともにサービス

サイズ（Ｌサイズも可）以上、四つ切り（ワイドタイプも可、
A3は不可）まで。フィルムやデータの提供は不要

   （ケータイ部門）カメラ付き携帯電話で撮影された写真を
携帯サイトからご応募ください http://www.steel150.jp/k

記入事項 ： 1.郵便番号・住所　2.氏名・ふりがな　3.年齢 　4.職業 
  5.連絡先電話番号・メールアドレス  6.作品タイトル
  7.作品のコメント 
 　 8.賞を受賞した場合の授賞式への参加について
  　　○ 参加　○ 不参加　○ どちらともいえない

絵画コンテスト
テ ー マ ： 「鉄と人の風景」
課　  題 ： 鉄とわたしたちの暮らし
対　  象 ： 小学生（個人または学校単位でも応募可）
締め切り ： 2008年6月20日（金）消印有効
形　  式 ： 38cm×54cm（四つ切り）。たてがき、横がき自由
画　  材 ：クレヨン、水彩絵の具、版画、はり絵
記入事項 ： 1.氏名　2.学校名、学年　
  3.学校所在地（またはご自宅の住所）、郵便番号
  4.指導の先生名（または保護者氏名）  5.作品の題名　
  6.作品のコメント 
  7.賞を受賞した場合の授賞式への参加について　
 　　　 ○ 参加　○ 不参加　○ どちらともいえない

詳しくは近代製鉄発祥150周年スペシャルサイトをご参照ください。
http://www.steel150.jp/contest.html お問い合わせ先　広報センター　TEL 03-3275-5016

 ◉ 応募先 ：〒 146-8688　東京都千鳥郵便局私書箱１号　学習研究社　「鉄と人の風景フォト＆絵画コンテスト」

新日鉄マテリアルズ（株）本社移転のお知らせ
新日鉄マテリアルズ（株）は右記に本社オフィスを移転しました
のでお知らせします。

新住所：〒101-0021 東京都千代田区外神田4-14-1  秋葉原UDX 13F
T E L：03-6859-6111（代表）　　　  営業開始日：2008年５月26日



特集

新たなビジネスモデルを
実現する高付加価値
サービスを提供
―新日鉄ソリューションズ（株）

トークスクエア

技術革新とグローバル化に
よって変化する社会を
経済学の視点で捉える
国際経済学者 伊藤 元重 氏

モノづくりの原点―科学の世界  VOL.41

鉄鋼原料（2）
鉄鉱石を使いこなす技術

GROUP CLIP

C O N T E N T S

①

⑬

⑨

  明珍 宗理 （みょうちん・むねみち）
 
　 古代からの方法による錆付で色付けをし、
 本体を保護しています

文藝春秋　6月号掲載

作者プロフィール
1942 年姫路市生まれ。第五十二代を襲名した 1993 年に兵
庫県技能功労賞を受賞、兵庫県指定伝統工芸に選定され、
1997 年には日本オーディオ協会が選ぶ「日本の音の匠」に。
「日本文化デザイン賞」大賞、特別賞（2003 年）、「姫路市芸
術文化賞」（2004 年）などを受賞。

JUNE
2008年 5月29日発行

●皆様からのご意見、ご感想をお待ちしております。FAX:03-3275-5611
●本誌掲載の写真および図版・記事の無断転載を禁じます。

〒100-8071　東京都千代田区大手町 2-6-3　  TEL03-3242-4111
編集発行人　  総務部広報センター所長　 丸川 裕之
企画・編集・デザイン・印刷　株式会社日活アド・エイジェンシー

⑰
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